
事 務 連 絡 

平成 23 年４月 15 日 

 

 

全国健康保険協会 御中 

 

 

厚生労働省保険局保険課  

 

 

東日本大震災による被災に伴う出産育児一時金等の医療機関等への 

直接支払制度による概算請求の取扱いについて 

 

 

 東日本大震災により被害を受けた病院、診療所及び助産所（以下「医療機関

等」という。）における平成 23 年３月１日から 11 日までの間に退院した妊産

婦の出産に関する出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度（以下「直

接支払制度」という。）による請求について、下記のとおり取り扱うこととす

るので、よろしくお取り計らい願いたい。 

 

記 

 

１．記録等の滅失等の場合の概算による請求について 

平成 23 年３月１日から平成 23 年３月 11 日までの間に退院した妊産婦の出

産（直接支払制度を利用したものに限る。）に関する記録等について、今回の

地震により滅失、汚損又は棄損し、直接支払制度による請求が困難な医療機関

等については、当該出産に関する出産育児一時金等について、概算による請求

を行うことができること。この場合において、同期間中に退院した妊産婦の出

産に関する直接支払制度による通常の請求はできないものであること。 

 

２．概算請求を行う場合の取扱いについて 

（１）概算による請求を選択する医療機関等については、やむを得ない事情が
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ある場合を除き平成 23 年４月 20 日までに概算による請求を選択する旨、

各支払機関（国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金をい

う。）に届け出ること（助産所においては、国民健康保険団体連合会にの

み届け出ること。）。また、災害救助法適用地域（東京都の区域を除く。）

以外の区域に所在する医療機関等については、罹災証明書又は罹災届出証

明書を併せて提出すること。 

（２）支払額の算出方法 

支払機関においては、原則として、平成 22 年 11 月 25 日、12 月 10 日、2

5 日、平成 23 年 1 月 10 日、25 日、2 月 10 日受付分の当該医療機関等に対

する出産育児一時金等の支払実績（直接支払制度によるものに限る。）に基

づき、下記により算出し、支払いを行うこと（当該医療機関等について特別

な事情がある場合には、別途医療機関等と調整をすること。）。 

なお、概算による請求に関する支払機関と保険者との請求、支払いについ

ては、別途示すものであること。 

 

 

 

 

 

（３）この方法による請求を選択した医療機関等については、この方法による

概算額をもって、出産育児一時金等の支払額を確定するものであること。 

 

３．概算による請求を選択する医療機関等の名称等について 

直接支払制度を利用したにもかかわらず、被保険者等が直接保険者に対し、

出産育児一時金等の支給を申請することによる重複支払いを防ぐため、概算に

よる請求を選択する医療機関等の名称、所在地については、厚生労働省から保

険者に対して情報提供することとしていること。 

平成 22 年 11 月 25 日、12 月 10 日、25 日、平

成 23 年 1 月 10 日、25 日、2月 10 日受付分 

出産育児一時金等支払実績 

92 日 

× 11 日 



(別紙) 

 

東日本大震災に伴う被災に関する概算による出産育児一時金等の 

請求に関する届出書 

 

医療機関等コード※  

  

東日本大震災に伴う被災に関する概算による出産育児一時金等の請求を行いたいので、

次のように届け出ます。 

 

 

 

平成   年   月   日

  

 

 

医療機関等の 

 所在地 及び 名称 ： 

 

 

 

 

（電話） 

開設者名・事業者氏名 ：            印 

  

 

 

 

 支 払 機 関  殿 

 

 

※専用請求書に記載することとなる医療機関等コードを記載すること。 

 

注１）助産所は国民健康保険団体連合会にのみ提出願います。 

注２）届出された医療機関等の名称、所在地については、厚生労働省から保険者に対して

情報提供することとされていますので、あらかじめ御了知願います。 
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厚生労働省保険局保険課  

 

 

東日本大震災による被災に伴う出産育児一時金等の医療機関等への 

直接支払制度による概算請求の取扱いについて 

 

 

 東日本大震災により被害を受けた病院、診療所及び助産所（以下「医療機関

等」という。）における平成 23 年３月１日から 11 日までの間に退院した妊産

婦の出産に関する出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度（以下「直

接支払制度」という。）による請求について、下記のとおり取り扱うこととす

るので、よろしくお取り計らい願いたい。 

 

記 

 

１．記録等の滅失等の場合の概算による請求について 

平成 23 年３月１日から平成 23 年３月 11 日までの間に退院した妊産婦の出

産（直接支払制度を利用したものに限る。）に関する記録等について、今回の

地震により滅失、汚損又は棄損し、直接支払制度による請求が困難な医療機関

等については、当該出産に関する出産育児一時金等について、概算による請求

を行うことができること。この場合において、同期間中に退院した妊産婦の出

産に関する直接支払制度による通常の請求はできないものであること。 

 

２．概算請求を行う場合の取扱いについて 

（１）概算による請求を選択する医療機関等については、やむを得ない事情が



ある場合を除き平成 23 年４月 20 日までに概算による請求を選択する旨、

各支払機関（国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金をい

う。）に届け出ること（助産所においては、国民健康保険団体連合会にの

み届け出ること。）。また、災害救助法適用地域（東京都の区域を除く。）

以外の区域に所在する医療機関等については、罹災証明書又は罹災届出証

明書を併せて提出すること。 

（２）支払額の算出方法 

支払機関においては、原則として、平成 22 年 11 月 25 日、12 月 10 日、2

5 日、平成 23 年 1 月 10 日、25 日、2 月 10 日受付分の当該医療機関等に対

する出産育児一時金等の支払実績（直接支払制度によるものに限る。）に基

づき、下記により算出し、支払いを行うこと（当該医療機関等について特別

な事情がある場合には、別途医療機関等と調整をすること。）。 

なお、概算による請求に関する支払機関と保険者との請求、支払いについ

ては、別途示すものであること。 

 

 

 

 

 

（３）この方法による請求を選択した医療機関等については、この方法による

概算額をもって、出産育児一時金等の支払額を確定するものであること。 

 

３．概算による請求を選択する医療機関等の名称等について 

直接支払制度を利用したにもかかわらず、被保険者等が直接保険者に対し、

出産育児一時金等の支給を申請することによる重複支払いを防ぐため、概算に

よる請求を選択する医療機関等の名称、所在地については、厚生労働省から保

険者に対して情報提供することとしていること。 

平成 22 年 11 月 25 日、12 月 10 日、25 日、平

成 23 年 1 月 10 日、25 日、2月 10 日受付分 

出産育児一時金等支払実績 

92 日 

× 11 日 



(別紙) 

 

東日本大震災に伴う被災に関する概算による出産育児一時金等の 

請求に関する届出書 

 

医療機関等コード※  

  

東日本大震災に伴う被災に関する概算による出産育児一時金等の請求を行いたいので、

次のように届け出ます。 

 

 

 

平成   年   月   日

  

 

 

医療機関等の 

 所在地 及び 名称 ： 

 

 

 

 

（電話） 

開設者名・事業者氏名 ：            印 

  

 

 

 

 支 払 機 関  殿 

 

 

※専用請求書に記載することとなる医療機関等コードを記載すること。 

 

注１）助産所は国民健康保険団体連合会にのみ提出願います。 

注２）届出された医療機関等の名称、所在地については、厚生労働省から保険者に対して

情報提供することとされていますので、あらかじめ御了知願います。 




